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平成１７年度の我が国の経済は、企業部門の好調が、

雇用・所得環境を通じて家計部門へ波及しており、

民間需要中心の緩やかな景気回復が続いた。しかし、

デフレからの脱却に向けた進展が見られるものの、

依然としてデフレの状況であった。そのような状況

の下で、政府は、１７年６月に「経済財政運営と構造

改革に関する基本方針２００５」を閣議決定し、民間需

要主導の持続的な成長を図るために、歳入・歳出、

国・地方の組織・定員、規制緩和、税制、金融等の

改革を図るなど、各分野にわたる構造改革を推進し

た。

一方、平成１７年度の地方財政は、三位一体の改革

が推進されるなか、公債費が依然、高水準であるこ

とや社会保障関係経費の自然増などにより引き続き

巨額の財源不足が生じるとともに、借入金残高が約

２０４兆円（平成１７年度末）に達するなど、極めて厳

しい状況にあった。

こうした背景の下、平成１７年度の府内市町村決算

の特徴として、以下のことが挙げられる。

① 地方交付税等の大幅な減少、扶助費の増加など

厳しい財政状況が続くなか、人件費や投資的経費

の抑制により、実質収支は昨年に引き続き黒字と

なった。

② 赤字団体数については、昨年に引き続き４団体

となった。

③ 経常収支比率は、地方税・地方譲与税の増によ

り経常一般財源が増加したことや、人件費の抑制

等により経常経費充当一般財源が減少したことで、

前年度より０.６％の改善となった。

以下、事項別に詳細に解説していくこととする。

（注）本稿中の数値は原則として百万円単位であるが、構成
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比、増減比率等の比率については千円単位で計算したも

のを用いている。いずれの数値も四捨五入により端数処

理をしている関係上、その内訳は合計と一致しない場合

がある。

また、増減額・増減率は、特に記載されていない限り平

成１６年度との比較であり、全国及び府内市町村の数値は、

特に断りのない限り指定都市及び特別区を除いている。

なお、各市町村の数値は、本誌平成１８年１１月号別冊デー

タ集に掲載されているので参照されたい。

平成１７年度の府内市町村の決算規模は、歳入が１

兆８,８２２億１９百万円で９８億３３百万円、０.５％の減、歳

出は１兆８,７５３億１２百万円で１１８億３９百万円、０.６％

の減となり、歳入・歳出ともに前年度を下回ること

となった。（図－１、表－１）

歳入歳出差引額（形式収支）は６９億６百万円の黒

字であった。これから翌年度へ繰り越すべき財源４３

億１３百万円を差し引いた実質収支も、昨年に引き続

き２５億９３百万円の黒字となった。（図－２）

また、単年度収支についても昨年に引き続き２２億

７９百万円の黒字となった。（図－３）

これは、地方税や地方交付税に代表される一般財

源等収入額が、１兆３,５８６億５５百万円で１３億７５百万

円、０.１％の減となったのに対し、人件費や扶助費

等に充当される一般財源（歳出充当一般財源等）が

１兆３,５１９億７２百万円で３６億５百万円、０.３％の減と

なったため、全体として一般財源等収入額が歳出充

当一般財源額等を６６億８２百万円上回ったことによる。

単年度収支の中に含まれる基金の積立て・取崩し

や任意に行った地方債の繰上償還といった単年度限

りの黒字要素・赤字要素を控除した実質単年度収支

についても、昨年に引き続き４６億６８百万円の黒字と

なった。

歳入については、地方譲与税が１０９億８２百万円、

４０.４％の大幅増、地方税が９６億５１百万円、１.１％の

増となったものの、地方債が２２３億２０百万円、１４.０％

の減、繰入金が１１９億１７百万円、２７.１％の減、地方

消費税交付金が４７億４３百万円、７.８％の減、国庫支

出金が４１億８９百万円、１.６％の減、地方交付税が３０

億２６百万円、１.５％の減となったことなどから、全体

では９８億３３百万円、０.５％の減となった。（図－４）

Ⅱ 決算規模及び決算収支
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図－１　歳入・歳出決算規模の推移

図－２　実質収支の推移

図－３　単年度収支及び実質単年度収支の推移

表－１　決算規模及び決算収支の推移
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歳出については、扶助費が１０１億７４百万円、２.７％

の増、公債費が２８億７９百万円、１.５％の増となった

ものの、人件費が９７億１４百万円、２.１％の減、普通

建設事業費が９４億９６百万円、５.９％の減、積立金が

３０億２０百万円、１１.１％の減となったことなどによ

り、全体では１１８億３９百万円、０.６％の減となった。

（図－５）

実質収支の黒字団体・赤字団体の状況をみると、

黒字団体は３８団体（２８市９町１村）で、黒字額は８２

億８８百万円となり、前年度に比べて７億９２百万円の

増となった。（表－２）

赤字団体数は、新たに赤字となった団体はなく、

平成１６年度と同じく４団体（４市）となった。また、

赤字団体の赤字額は５６億９５百万円で、１４億８７百万

円の減となった。

単年度収支の赤字団体の状況をみると、団体数は

前年度に比べて１団体減の１５団体（８市６町１村）

で、赤字額は１１億９１百万円、前年度に比べて２０億３６

百万円の減となった。

平成１７年度の歳入総額は１兆８,８２２億１９百万円で、

９８億３３百万円、０.５％の減となっており、主な増減

要素は、次のとおりである。（表－３、４）

・地方債 △２２３億２０百万円（△１４.０％）

・繰入金 △１１９億１７百万円（△２７.１％）

・地方消費税交付金 △４７億４３百万円（△ ７.８％）

・地方譲与税 ＋１０９億８２百万円（＋４０.４％）

・地方税 ＋９６億５１百万円（＋ １.１％）

なお、歳入の構成比についてみると、（表－５）

のとおりとなっている。

地方税、分担金及び負担金、使用料、手数料、財

産収入、繰入金、諸収入等の自主財源の合計は１兆

５６５億６３百万円で、２３億２８百万円、０.２％の増とな

っており、歳入総額に占める割合は５６.１％と０.４％の

Ⅲ 歳　入

図－４　歳入決算規模の対前年度増減率の推移

表－２　黒字団体・赤字団体の推移

図－５　歳出決算規模の対前年度増減率の推移
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増となっている。これは、地方税の増が大きな要因

である。（図－６）

また、地方税、地方交付税、地方譲与税等の狭義

の一般財源は１兆２,１９３億９７百万円で、１６４億５３百万

円、１.４％の増となっており、歳入総額に占める割

合は、６４.８％と１.２ポイントの増となっている。こ

れは、地方税・地方譲与税の増が要因となっている。

（図－７）

①　地方税

地方税は８,７２１億１７百万円で、９６億５１百万円、
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表－３　歳入決算額の状況

表－４　歳入決算額の対前年度増減率の推移

表－５　歳入決算額の構成比の推移
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図－７　一般財源の歳入総額に占める割合の推移
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表－６　地方税の状況

図－６　自主財源の構成比の推移
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１.１％の増となっている。（表－６）

主な増減要素は、以下のとおりである。

・所得割 ＋７９億３４百万円（＋３.０％）

景気回復により、個人所得が増となっている。

・法人税割 ＋７４億８６百万円（＋１４.２％）

景気回復により、法人所得が増となっている。

・固定資産税 △３１億８７百万円（△０.８％）

うち土地 △１０２億７２百万円（△５.７％）

地価下落に伴い固定資産評価額が下落したこと

などによる。

なお、図－８は、各税目別の対前年度増減率の推

移である。

②　地方譲与税

地方譲与税は、３８１億９６百万円で、１０９億８２百万

円、４０.４％の増となっている。

三位一体の改革における国庫補助負担金の見直し

に伴い、所得譲与税が増加したことによる。

③　地方交付税

地方交付税は１,９３５億７８百万円で、３０億２６百万円、

１.５％の減となっている。（表－７）

・普通交付税 △１６億３５百万円（△０.９％）

普通交付税の減少は、基準財政需要額で投資的

経費の減少率が全国よりも大きく、一方で、基準

財政収入額で法人税割の増加率が全国を上回って

いることによる。
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図－８　税目別対前年度増減率の推移

図－９　国庫支出金の推移
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表－８　国庫支出金の状況

表－７　地方交付税の状況
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・特別交付税 △１３億９１百万円（△ ９.２％）

④　国庫支出金

国庫支出金は２,５３９億１８百万円で、４１億８８百万円、

１.６％の減となっている。（表－８、図－９）

主な増減要素は、以下のとおりである。

・生活保護費負担金 ＋３２億１０百万円（＋２.４％）

生活保護世帯の増などによる。

・その他 △６０億１８百万円（△ ７.２％）

国民健康保険に係る国庫負担金等の一般財源化

に伴う減などによる。

・老人保護費負担金 △７億７百万円（△７４.５％）

養護老人ホーム等保護費負担金の一般財源化に

伴う減などによる。

・普通建設事業支出金△６億６８百万円（△ ３.３％）

市街地再開発事業の減などによる。

⑤　府支出金

府支出金は８５４億４８百万円で、７５億３１百万円、

９.７％の増となっている。（表－９）

ア．国庫財源を伴うもの

３５７億９９万円、△７７億３５百万円（△１７.８％）

主な増減要素は、以下のとおりである。

・その他 △９３億４４百万円（△２８.９％）

国民健康保険に係る国庫負担金等が一般財源化

されたことにより、国庫財源を伴わないものに区

分されることとなったことなどによる。

・委託金 ＋１９億７７百万円（＋５３.９％）

衆議院議員選挙委託金の増などによる。

イ．府費のみのもの

４９６億４９百万円、＋１５２億６６百万円（＋４４.４％）

主な増要素は、以下のとおりである。

・その他 ＋１５８億６０百万円（＋４９.７％）

国民健康保険に係る国庫負担金等が一般財源化

されたことにより、国庫財源を伴わないものに区

分されることとなったことなどによる。

⑥　財産収入

財産収入は７３億２百万円で、３３億５２百万円、３１.５％

の減となっている。（表－１０）

これは、財産売払収入のうち、土地・建物が３４億

７６百万円、３６.１％の減となったのが大きな要因であ

る。

⑦　繰入金

繰入金は３２０億６３百万円で、１１９億１７百万円、２７.１％

の減となっている。（表－１１）

主な増減要素は、以下のとおりである。

・基金繰入金 △５２億８０百万円（△１６.２％）

（内訳）

表－９　府支出金の状況

表－１０ 財産収入の状況
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・財政調整基金 △３６億５０百万円（△３６.４％）

・減債基金 ＋２５億５６百万円（＋１０５.５％）

・その他特定目的基金

△４１億８５百万円（△２０.７％）

なお、財政調整基金から取崩しを行った団体数は、

前年度より１団体増加して２１団体となっている。ま

た、減債基金から取崩しを行った団体数は、前年度

より３団体増加して１７団体となっている。

⑧　諸収入

諸収入は６３０億２２百万円で、９１億１０百万円、１６.９％

の増となっている。（表－１２）

主な増減要素は、以下のとおりである。

・雑入 ＋１１１億４０百万円（＋８１.９％）

大阪府市町村職員互助会の精算金があったこと

などによる。

・貸付金元利収入 △１９億４５百万円（△ ５.４％）

中小企業振興資金貸付金元利収入の減などによ

る。

⑨　地方債

地方債は１,３７４億３６百万円で、２２３億２１百万円、

１４.０％の減となっている。（表－１３、図－１０）

主な増減要素は、以下のとおりである。

50 自治大阪 ／ 2007 － 2

表－１１ 繰入金の状況

表－１２ 諸収入の状況

表－１３ 地方債発行額の状況
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・臨時財政対策債 △１８１億９０百万円（△２３.０％）

・義務教育施設整備事業債

△３２億５２百万円（△３９.３％）

・一般公共事業債 ＋１４億２百万円（＋１５.０％）

近年の行革の取組により単独の建設事業が抑制

されたことや、財源を補てんするための臨時財政

対策債が減となったことなどによる。

また、歳入総額に占める地方債収入の比率（地

方債依存度）は７.３％で、１.１ポイント減少した。

（図－１１）

平成１７年度の歳出総額は、１兆８,７５３億１２百万円

で、１１８億３９百万円、０.６％の減となっている。

■目的別歳出の状況

目的別歳出とは、市町村の経費をその行政目的に

より区分したものであり、総務費、民生費、衛生費、

土木費、教育費など１４区分に大別される。

主な増減経費は以下のとおりである。（表－１４、

１５、１６）

・教育費 △１２５億４１百万円（△５.９％）

・土木費 △１０８億３５百万円（△３.８％）

・衛生費 △５３億８百万円（△２.７％）

・民生費 ＋１９２億７百万円（＋３.０％）

①　総務費

総務費は、２,２１０億９１百万円で、６億５４百万円、

０.３％の増となっている。

総務費の主な増減要素は、以下のとおりである。

（表―１７）

・統計調査費 ＋２６億２７百万円（＋２２３.４％）

国勢調査に係る経費の増などによる。

・徴税費 △１７億７４百万円（△ ６.８％）

前納報奨金の減などによる。

性質別内訳の主な増減要素は、以下のとおりであ

る。

・普通建設事業費 ＋３４億７百万円（＋４３.１％）

施設整備等に係る事業費の増などによる。

・補助費 ＋１７億６３百万円（＋１４.３％）

基金借入金返還金の増などによる。

Ⅳ 歳　出

図－１０ 地方債発行額の推移
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図－１１ 地方債依存度の推移
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表－１４ 目的別歳出決算の状況

表－１５ 目的別歳出決算額の対前年度増減率の推移

表－１６ 目的別歳出決算額の構成比の推移

表－１７ 総務費の状況
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図－１２ 民生費の推移
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表－１８ 民生費の状況

表－１９ 衛生費の状況
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・その他 △３７億７７百万円（△２０.６％）

基金積立金の減などによる。

②　民生費

民生費は、６,６４３億８３百万円で、１９２億７百万円、

３.０％の増となっている。（表－１８、図－１２）

民生費の主な増要素は、以下のとおりである。

・生活保護費 ＋１０１億４２百万円（＋ ５.６％）

生活保護世帯の増などによる。

・児童福祉費 ＋６２億６４百万円（＋ ３.０％）

児童手当の給付費の増などによる。

性質別内訳の主な増要素は、以下のとおりである。

・扶助費 ＋１０２億４２百万円（＋ ２.８％）

生活保護世帯の増、児童手当の給付費の増など

による。

・繰出金　　　　　＋５５億５１百万円（＋４.４％）

介護保険事業会計や老人保健事業会計に対する

54 自治大阪 ／ 2007 － 2

図－１３ 衛生費の推移

2,129
（　1.4） 

12
59

1,178

880

2,030
（　4.7） 1,979

（　2.5） 
10
56

1,126

838

12
51

1,253

884

12
51

1,222

875

11
51

1,328

977

12
58

1,397

888

11
53

1,327

1,106

11
50

1,281

1,235

12
65

1,494

875

11
48

1,425

1076

11
43

1,342

958

11
53

1,363

917

11
39

1,068

800

11
36

968

748

11
46

1,435

958

59

1,178

880

56

1,126

838

10
45

1,127

797

45

1,127

797

1,926
（　2.7） 
9
45

1,098

772

1,098

772

47

51

1,253

884

51

1,222

875

51

1,328

977

58

1,397

888

53

1,327

1,106

50

1,281

1,235

65

1,494

875

48

1,425

1076

43

1,342

958

53

1,363

917

39

1,068

800

36

968

748

46

1,435

958

表－２０ 土木費の状況
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繰出金の増などによる。

③　衛生費

衛生費は、１,９２５億６２百万円で、５３億８百万円、

２.７％の減となっている。（表－１９、図－１３）

衛生費の主な減要素は、以下のとおりである。

・清掃費 △２９億２５百万円（△ ２.６％）

廃棄物処理施設建設事業費の減などによる。

・保健衛生費 △２５億１０百万円（△ ３.１％）

職員給の減や葬祭施設整備事業費の減などによ

る。

性質別内訳の主な減要素は、以下のとおりである。

・人件費 △１４億７９百万円（△ ３.０％）

職員数の削減や給与カットなどによる。

・普通建設事業費 △１２億３８百万円（△１２.５％）

廃棄物処理施設建設事業費の減などによる。

④　土木費

土木費は、２,７０８億９８百万で、１０８億３５百万円、

３.８％の減となっている。（図－１４、表－２０）

土木費の主な減要素は、以下のとおりである。

・都市計画費のうち

下水道費 △４５億８６百万円（△ ４.６％）

下水道事業会計への繰出金の減などによる。

区画整理費等 △２６億５７百万円（△ ６.６％）

市街地再開発事業の減などによる。

・道路橋りょう費 △３７億８５百万円（△ ９.５％）

道路整備に係る事業費の減などによる。

性質別内訳の主な減要素は、以下のとおりである。

・積立金 △３５億２６百万円（△５６.４％）

公共施設整備基金積立金の減などによる。

・繰出金 △３０億６４百万円（△ ３.４％）

下水道事業会計への繰出金の減などによる

⑤　教育費

教育費は、２,０１２億５百万円で、１２５億４１百万円、

５.９％の減となっている。（表－２１、図－１５）

教育費の主な減要素は、以下のとおりである。

・社会教育費 △１０５億５９百万円（△２０.３％）

図書館等の整備費の減などによる。

・中学校費 △１６億円４９百万円（△ ７.８％）

中学校の建設、改修に係る事業費の減などによ

る。

性質別内訳の主な減要素は、以下のとおりである。

・普通建設事業費 △１２０億５４百万円（△２９.２％）

図書館等の整備費の減などによる。

⑥　その他

消防費は､消防庁舎の建設事業や消防車両の整備な

どがあったことから、本年度は１７億７６百万円、２.５％

の増となった。

公債費は、臨時財政対策債元金償還開始などによ

り､２８億７０百万円、１.４％の増となった。

図－１４ 土木費の推移
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■性質別歳出の状況

市町村の経費をその性質別に分類すると、義務的

経費、投資的経費及びその他の経費に大別すること

ができる。（表－２２、２３、図－１６）

・義務的経費 ＋３３億４１百万円（＋０.３％）

・投資的経費 △９７億５９百万円（△６.１％）

・その他の経費 △５４億２０百万円（△０.８％）

構成比については、表－２４、図－１７のとおりである。

（１）義務的経費

①　人件費

人件費は、４,５２４億６２百万円で、９７億１４百万円、

２.１％の減となっている。また、歳出総額に占め

る人件費の構成比は２４.１％で、０.４ポイントの減

となっている。（表－２５）

人件費の主な増減要素は、以下のとおりである。

・基本給 △５２億８５百万円（△２.６％）
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図－１５ 教育費の推移
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表－２１ 教育費の状況
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表－２２ 性質別歳出内訳の状況

表－２３ 性質別歳出決算額の対前年度増減率の推移

表－２４ 性質別歳出決算額の構成比の推移
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・期末勤勉手当 △１６億２百万円（△２.０％）

各団体の行政改革努力により給料を引き下げた

ことや職員数を削減したことなどによる。

・退職手当 ＋８億３百万円（＋１.５％）

退職者数の増などによる。

②　扶助費

扶助費は、３,８９７億９４百万円で、１０１億７５百万

円、２.７％の増となっている。また、歳出総額に

占める扶助費の構成比は、２０.８％で、０.７ポイン

トの増となっている。（表－２６）

扶助費の主な増要素は、以下のとおりである。

・児童福祉費 ＋４６億５０百万円（＋３.９％）

児童手当の支給対象年齢が拡大されたことによ

る給付費の増などによる。

・生活保護費 ＋７９億９６百万円（＋４.６％）

生活保護世帯の増などによる。

58 自治大阪 ／ 2007 － 2

図－１６ 性質別歳出の推移
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図－１７ 性質別歳出構成比の推移
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表－２５ 人件費の内訳

表－２６ 扶助費の状況

表－２７ 公債費の推移

表－２８ 地方債元利償還金の事業債別内訳
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③　公債費

公債費は、２,０１３億３４百万円で、２８億７９百万円、

１.５％の増となっている。（表－２７、図－１８）

公債費の主な増要素は、以下のとおりである。

（表－２８）

・臨時財政対策債 ＋３５億２７百万円（＋１２３.１％）

・減税補てん債 ＋１８億３４百万円（＋１０.７％）

（２）投資的経費

①　普通建設事業費

投資的経費の大部分を占める普通建設事業費が、

補助事業費は微増となったが、単独事業費が減少

しており、全体としては１,５０５億２９百万円で、９４

億９６百万円、５.９％の減となっている。（表－２９）

また、歳出総額に占める普通建設事業費の構成

比は、８.０％と前年度から０.５ポイントの減となっ

ている。

普通建設事業費の財源構成は、図－１９のとおり

である。

普通建設事業費の目的別支出の主な減要素は、

以下のとおりである。

・土木費 △１９億８０百万円（△ ２.３％）

道路、市街地再開発事業等に係る事業費の減な

どによる。

・教育費 △１２０億５４百万円（△２９.２％）

図書館等施設整備に係る事業費の減などによる。

普通建設事業費の目的別構成比は、表－３０、

図－２０のとおりである。
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図－１９ 普通建設事業費財源内訳構成比の推移

表－２９ 普通建設事業費の推移

図－２０ 普通建設事業費の目的別構成比の推移
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普通建設事業費における用地取得費は、４３３億

５４百万円で、５８億８１百万円、１１.９％の減となっ

ている。

用地取得費の主な減要素は、以下のとおりであ

る。（表－３１）

・社会教育施設 △３９億７１百万円（△６２.６％）

図書館等施設用地に係る取得費の減などによる。

・公園 △１８億４７百万円（△２０.６％）

公園用地に係る取得費の減などによる。

なお、普通建設事業費に占める用地取得費の割

合は２８.８％と、２.０ポイント減少している。（表－

３２）

②　その他

災害復旧事業費は、１億３６百万円で２億６３百万

円、６５.９％の減となっている。

表－３０ 普通建設事業費の目的別状況

表－３１ 用地取得費の状況

表－３２ 用地取得費の占める割合

61自治大阪 ／ 2007 － 2

00自治大阪2007年02月号  07.2.9 5:43 PM  ページ 61



（３）その他の経費

①　物件費

物件費は、２,２０３億８２百万円で２０億３４百万円、

０.９％の減となっている。（表－３３）

主な減要素は、以下のとおりである。

・委託料 △１７億２６百万円（△１.３％）

緊急地域雇用創出特別基金事業の終了、委託業

務見直しに伴う委託料の減などによる。

・その他 △４億１３百万円（△１.４％）

電算システム等のリースに係る経費の減などに

よる。

②　補助費等

補助費等は、１,５６１億９２百万円で、２２億３３百万

円、１.５％の増となっている。（表－３４）

主な増減要素は、以下のとおりである。

・地方公営企業会計に対するもの

△９億７７百万円（△３.２％）

下水道事業会計等に対する繰出金の減などによ

る。

・その他 ＋４１億１２百万円（＋５.９％）

基金借入に係る返還金の増などによる。

③　積立金

積立金は、２４２億９９百万円で、３０億２０百万円、

１１.１％の減となっている。

前年度に堺市と美原町の合併に伴う積立金の増

加があったことなどによる。
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表－３３ 物件費の状況

表－３４ 補助費等の状況

表－３５ 貸付金の状況
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④　貸付金

貸付金は、３６６億８９百万円で、１億１３百万円、

０.３％の減となっている。（表－３５）

⑤　繰出金

繰出金は、２,１８７億５６百万円で、２５億２６百万円、

１.２％の増となっている。（表－３６）

主な増減要素は、以下のとおりである。

・下水道事業会計 △３１億７４百万円（△３.７％）

・介護保険事業会計（事業勘定）

＋２３億５０百万円（＋６.０％）

介護給付費の増などによる。

・老人保健医療事業会計

＋３０億２１百万円（＋１０.３％）

給付費の増などによる。

■■一般財源等の充当状況

平成１７年度における府内市町村の一般財源等（注

１）の充当状況をみると、歳出に充当された一般財

源等の総額が、１兆３,５１９億７２百万円で、３６億５百

万円、３.０％の減となるとともに、一般財源等収入

額も、１兆３,５８６億５５百万円で、１３７億８５百万円、

０.１％の減となり、ともに５年連続の減少となって

いる｡（表－３７）

次に、歳出のうち、義務的経費に充当された一般

財源等の状況をみると、人件費では、職員数の削減

や給与カットなどによる職員給の減などで、９８億４８

百万円、２.３％の減となっている｡

Ⅴ 財政分析等

表－３６ 繰出金の状況

表－３７ 一般財源等の充当状況
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その一方で、扶助費が、増加し続ける生活保護費

や児童手当の支給年齢の拡大などによる影響で、

６３億９９百万円、５.６％の増となっており、また、公

債費は、臨時財政対策債の元金償還が始まったこと

や公共用地先行取得債の元利償還金が増加したこと

などにより、３５億６４百万円、１.８％の増となってい

る。

この結果、義務的経費全体の一般財源等の充当額

は７,４０５億４５百万円となり、１億１５百万円、０.０％の

増となっている｡

投資的経費に充当された一般財源等は、近年の財

政状況を反映して、引き続き建設事業の抑制に努め

ていることから、普通建設事業費が６年連続で減少

しており、全体でも４４億５６百万円、８.３％の減とな

っている｡

その他の経費については、介護保険事業会計や老

人保健医療事業会計への繰出しの増により繰出金が

２１億８８百万円、１.１％の増、基金借入金の返還金の

増などにより補助費等が２６億９９百万円、１.９％の増

となっている。一方、前年度繰上充用金が４９億５９百

万円、４１.１％の減となったことなどにより、その他

経費全体では７億３６百万円、０.１％の減となってい

る。

次に、図―２１より府内市町村と全国市町村におけ

る一般財源等の充当状況の構成比をみると、その他

の経費は、府内市町村、全国市町村とも同じような

構成比で推移しているものの、義務的経費では府内

市町村が、投資的経費では全国市町村がそれぞれ４

～７ポイント上回る割合で推移している｡

義務的経費の内訳（図－２２）でみると、人件費と

扶助費において府内市町村が全国市町村を上回る状

況で推移し、逆に公債費では全国市町村を下回って

推移している｡

平成１６年度におけるポイント差は、人件費が５.０

ポイント、扶助費が２.８ポイント、公債費が２.７ポイ

ントの差となっているが、近年、府内市町村では、

職員数の削減、職員給のカットなど、人件費削減に

向けた取組が進められており、人件費のポイント差

が縮小傾向にある｡

次に、図－２３より、投資的経費の大部分を占める
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図－２１ 一般財源等の充当状況
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図－２２ 一般財源等の充当状況（義務的経費）
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普通建設事業費の構成比をみると、補助事業費、単

独事業費ともに、全国市町村が府内市町村を上回っ

ている｡

特に単独事業費は、以前は５ポイント前後の差が

あったものの、平成１６年度では３.５ポイント差となっ

ており、ポイント差は小さくなってきている｡なお、

平成１６年度における普通建設事業費におけるポイン

ト差は４.３ポイントとなっている｡

以上のように、府内市町村は、全国平均を上回る

人件費等の義務的経費に充てる一般財源等を、単独

建設事業への充当を抑制することで捻出しているこ

とがわかる。

（注１）「Ⅴ　財政分析等」の項における「一般財源等」とは、

いわゆる狭義の一般財源のほか、交通安全対策特別交

付金、使用料・手数料などのうち、その収入が必要経

費を超過する場合の超過額、財政調整基金の取崩しに

よる繰入金、臨時財政対策債などの赤字地方債など、

一般財源と同様に使用される財源を含んでいる。

■経常収支比率

経常収支比率とは、財政構造の弾力性を測る指標

の一つであり、法定普通税や普通交付税などの経常

一般財源等収入が、人件費、扶助費のような経常的

な経費にどれだけ充当されたか、その割合によって

財政構造の弾力性をみようとするものである。

一般的には、都市にあっては７５％、町村にあって

は７０％程度が妥当と考えられている。

なお、平成１３年度より経常収支比率の算出方法が

変更されており、経常一般財源等収入に減税補てん

債（注２）と臨時財政対策債（注３）を加えて算出

することとなった｡（図－２４、表－３８）

府内市町村の経常収支比率は、従来から高い比率

で推移していたが、特別減税の実施や長引く不況の

影響による地方税の減収で経常一般財源等収入が伸

び悩むなか、人口急増期に大量採用した職員の高齢

化による人件費の増加や都市基盤整備の実施による

公債費の増加などにより、平成６年度からは１２年連

続で９０％を超える非常に高い数値で推移している。

平成１１年度から平成１３年度まで９５％台で推移して

いた数値は、平成１４年度には９７.３％と大幅に悪化し

た。平成１５、１６年度は９６.４％、９６.７％と推移し、

平成１７年度は９６.１％となり、若干改善している。

全国市町村においては、８０％台で推移していた

ものが、平成１６年度には９０％を超え、平成１７年度は

９０.２％となっている。府内市町村との差は、依然は

１０ポイント以上あったが、６ポイント程度まで縮ま

っている。

表－３８、３９、４０より、経常収支比率の算出の基

礎数値を収入と支出に分けてみてみると、経常一般

財源等収入は、臨時財政対策債が１８１億９０百万円、

２３.０％の大幅な減、地方消費税交付金が４７億４３百万

円、７.８％の減となったものの、大部分を占める法

定普通税が１１３億１３百万円、１.４％の増となったこと

や所得譲与税の増により地方譲与税が１０９億８２百万

円、４０.４％の大幅な増となったことなどにより、全

体では４億６３百万円、０.０％の増となり、前年度と

ほぼ同水準であった。

一方、経常経費充当一般財源等は、生活保護費等

の増加や児童手当の支給対象年齢の拡大などで扶助

費充当分が６０億８９百万円、５.３％の増、繰出金充当

分が４１億４百万円、２.７％の増となったものの、職

員数の削減などで人件費充当分が１５２億１９百万円、

３.７％の減となったことや公営企業会計（法適分）へ

の繰出しの減少により補助費等充当分が３０億５８百万

円、２.５％の減となったことで、全体としては７２億

４７百万円、０.６％の減少となった。

このように経常一般財源等収入が前年度の水準を

維持したことや、経常経費充当一般財源等は扶助費

や繰出金などが増加しているものの、人件費の削減

効果等により、図―２５、表－４１のとおり、経常収支

10.0
9.2

8.2
8.6

8.0
7.1

3.9 3.6

3.6 3.3

0.30.3 0.30.3

0.8 0.8 0.7

図－２３ 一般財源等の充当状況（普通建設事業費）
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33.8 32.5

96.7 96.1

15.9 16.1

19.7 20.1

28.4 29.5

図－２４ 経常収支比率の推移

表－３８ 経常経費充当一般財源等の状況

表－３９ 経常一般財源等収入の増減率

表－４０ 経常経費充当一般財源等の増減率
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比率は前年度に比べ若干改善することとなった｡

また、表－４２より経常収支比率の段階区分による

団体数の状況をみると、平成１７年度においては、

１００％以上の団体が、昨年度より４団体減少して９

団体となったもの、９０％以上の団体は全体の９割以

上を占めており、依然として、府内市町村の財政構

造の硬直化は深刻な状況となっている｡

（注２）減税補てん債は、住民税減税等の実施による減収に

対処するために発行を許可された地方債（特例地方債）

である。

（注３）臨時財政対策債は、地方交付税の不足分に係る借入

れのうち地方負担分の一定割合を地方自ら借入れする

地方債（特例地方債）である｡

■■公債費負担比率及び起債制限比率

①　公債費負担比率

公債費負担比率とは、一般財源等収入に対する公

債費に充当された一般財源等の割合で、一般的に、

財政運営上、１５％が警戒ライン、２０％が危険ライ

ンといわれている。（図－２６、表－４３）

府内市町村の公債費負担比率は、１４.５％となって

いる｡これは、分母となる一般財源等収入は前年度と

ほぼ同水準であったものの、臨時財政対策債の元金

償還が始まったことや公共用地先行取得債の元利償

還金が増加したことなどから、分子である公債費充

当一般財源等が１.８％の増となったためである｡

これまでの公債費負担比率の推移をみると、府内

表－４１ 経常収支比率の内訳

図－２５ 経常一般財源等収入及び経常経費充当一般財源等の推移

12,296

12,090

11,856

11,692

96.4 96.7

12,095

11,619

96.1

図－２６ 公債費負担比率の推移

18.0

19.0

17.3 17.5

14.4 14.2

17.3

14.5

表－４２ 経常収支比率の段階区分による団体数
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市町村、全国市町村ともに、平成４年度以降上昇を

続けていたものが、平成１１年度、１２年度で一旦横ば

いの状況となったものの、平成１３年度、１４年度は再

び上昇した｡また、平成１５、１６年度は、前年度をそ

れぞれ０.４,０.２ポイント下回ったが、平成１７年度は再

び０.３ポイント上昇している。

表―４４より、公債費負担比率を段階別にみると、危

険ラインである２０％以上の団体が５団体あり、１５％

以上２０％未満の団体を合わせると、府内市町村のほ

ぼ半数が警戒ラインを超えた状況にある｡

公債費負担比率の算出にあたっては、単年度のみ

大きく影響する繰上償還なども含まれるため、これ

ら単年度要素を除いた場合も考慮する必要がある。

参考までに平成１６年度、１７年度の繰上償還額を単

純に除いた場合の府内市町村の公債費負担比率は、

１６年度が１４.１％、１７年度が１４.３％となっている。

②　起債制限比率

起債制限比率は、地方債元利償還金に充当された

一般財源（除く地方交付税措置分）が標準財政規模

（除く地方交付税措置分）に対し、どの程度の割合と

なっているかを３ケ年平均でみるものである。（図―

２７）

平成１７年度における府内市町村の起債制限比率は

１０.５％となり、前年度に比べ０.２ポイント上昇した。

一方、全国市町村における起債制限比率も府内市

町村と同様、平成１１年度以降は横ばいの状況にあっ

たが、平成１７年度は１１.４％で昨年度に引き続き上昇

している。府内市町村とポイント差は平成１７年度で

０.９ポイントとなっている｡起債制限比率を段階別に

みると、表－４５のとおりである｡

■将来にわたる財政負担

地方公共団体の財政状況をみるには、単年度の収

支状況のみでなく、地方債や債務負担行為等のよう

に、将来にわたって財政負担となるものや、年度間

の財政調整を図り、将来における弾力的な財政運営

のために財源を留保する積立金等の状況などについ

ても、併せて総合的に把握しておく必要がある。府

内市町村における状況は次のとおりとなっている。

①　地方債現在高

平成１７年度における地方債現在高は、１兆９,０６５億

６０百万円で、２３９億４９百万円、１.２％の減となって

いる。（図－２８、表－４６）

これは、赤字地方債である臨時財政対策債が５７８

億２８百万円、２１.９％の増となっているものの、一般

単独事業債が３３６億２７百万円、４.５％の減、義務教育

68 自治大阪 ／ 2007 － 2

表－４３ 公債費充当一般財源等及び一般財源等収入の増減率

表－４４ 公債費負担比率の段階別団体数の状況

１０.９ １１.０ 
１１.２ 

１０.３ １０.３ 

１１.４ 

１０.５ 

図－２７ 起債制限比率の推移

表－４５ 起債制限比率の段階別団体数の状況
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施設整備事業債が１５３億６８百万円の減となったこと

をはじめ、ほとんどの事業債で前年度を下回る状況

となったことが要因と考えられる｡

また、図－２９、表－４６、４７より、地方債現在高

の事業別構成比をみると、従来同様、地方単独事業

の推進により著しい伸びを示した一般単独事業債が

最大の構成比となっている状況には変わりはないも

のの、減税補てん債と臨時財政対策債の２つの赤字

地方債を合わせるとこれに次ぐ大きい構成比を示す

状況となっている｡

府内市町村における地方債現在高は、普通建設事

業費の抑制基調のなか、平成１２年度には減少に転じ

たものの、平成１３年度に臨時財政対策債が導入され

たことで再び増加傾向を示し、平成１７年度は減少す

ることとなった。

一方、府内市町村と全国市町村の事業別構成比を

みると、平成１１年度以降、府内市町村でも構成比の

大きい一般単独事業債が全国市町村の構成比を上回

る状況にあり、平成１６年度ではポイント差が３.８ポ

イントとなっている｡

3.4

2.5 2.2 2.0

2.9

7.4 7.1

7.8

10.4
8.5

11.5

7.9

37.3
35.9

40.6
38.8

2.6

7.1

9.6

35.0
37.5

図－２９ 地方債現在高の構成比の推移

図－２８ 地方債現在高の対前年度増減率の推移

2.4

0.2

2.1

1.8
1.0

－1.1

－1.2

表－４６ 地方債現在高の状況
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図－３０をみると、ここ数年、横ばいで推移してい

た地方債現在高の人口一人当たりの額は、平成１４年

度には増加に転じたが、平成１７年度には３０９.６千円

となった｡これは、現在高総額での状況と同じく、一

般単独事業債や義務教育施設整備事業債などが減少

したことなどが主な原因と考えられる｡また、平成

１６年度における全国市町村の地方債現在高の人口一

人当たりの額は４２２.９千円となっており、府内市町

村を１０９.２千円上回る額となり、その差は拡大傾向

にある｡

次に、図－３１より、平成１７年度の地方債現在高の

標準財政規模に対する比率は１７２％となっており、前

年度を４ポイント下回っている。

全国市町村については、平成１６年度の対標準財政

規模に対する比率は過去最高の水準となっており、

府内市町村を２６ポイント上回り、標準財政規模の２

倍以上となっている｡

②　積立金現在高

府内市町村の積立金現在高は、普通建設事業に充

てる取崩しや地方税の減収等による財源不足を補て

んするため、１８億９９百万円、０.６％の減となってい

る｡

積立金現在高の減少はこれで１３年連続（少子化対

策、介護円滑導入などによる交付金を積み立てたこ

とにより増加した平成１１年度を除く｡）となった｡

（図－３２、表－４８）

内訳をみると、財政調整基金では２５億４百万円、

３.０％の増、減債基金では１９億８百万円、８.１％の

減、その他特定目的基金では２４億９５百万円、１.２％

の減となっている｡

図－３３より、積立金現在高の人口一人当たり額を

みると、平成１７年度では４９.９千円となり、昭和６３年

以来１６年ぶりに５０.０千円を下回った前年度よりさら

に減少することとなった｡

平成１６年度の状況をみても、全国市町村より１９.４

千円も低くなっているが、その差は縮小している｡

図－３４、表－４９の積立金現在高の標準財政規模に

対する割合を見ると、平成１７年度においては、積立

金合計で２７.４％となり、前年度を０.５ポイント下回

った。積立金別では、財政調整基金が７.７ポイントで

前年度より０.２ポイント増加しているものの、減債基

金は２.０％で０.１ポイントの減、その他特定目的基金

が１７.８％で０.４ポイント減となっている。
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表－４７ 地方債現在高と構成比の推移
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図－３０ 地方債現在高人口一人当たり額の推移
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図－３１ 地方債現在高の標準財政規模に対する比率の推移
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③　債務負担行為に基づく翌年度以降支出予定額

府内市町村の債務負担行為に基づく翌年度以降支

出予定額は、４,０８０億９３百万円で、３３７億１９百万円、

９.０％の増となっている。（表－５０）

これは、前年度に引き続き、各団体が土地開発公

社からの買戻し等を積極的に行ったことなどから、

「土地の購入に係るもの」が１１２億１６百万円、６.５％

の減となったものの、「製造・工事の請負に係るも

の」が３３６億２５百万円、１００.１％の大幅な増となっ

たことが大きく影響している｡

④　将来にわたる実質的な財政負担

債務負担行為に基づく翌年度以降支出予定額に地

３,３０５ 
１３.１ ３,０９６ 

６.３ 
276276

968968
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346346
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図－３２ 積立金現在高の推移

表－４８ 積立金現在高の状況
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図－３３ 積立金現在高人口一人当たり額の推移
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方債現在高を加えたものから、積立金現在高を差し

引いた「将来にわたる実質的な財政負担」は、２兆

９億６５百万円で、１０６億６９百万円、０.５％の増とな

っている。（図－３５、表－５１）

これは、地方債現在高が２３９億４９百万円、１.２％

の減となったものの、債務負担行為に基づく翌年度

以降支出予定額が３３７億１９百万円、９.０％の増となっ

たことや、積立金現在高が１８億９９百万円、０.６％の

減となったことによる。

また、「将来にわたる実質的な財政負担」の標準財

政規模に対する割合についても、平成１１年度以降、

横ばいの状況であったものが、平成１４年度、１５年度

でそれぞれ０.１ポイントずつ上昇し、平成１６年度以

降は１.８ポイントで再度横ばいの状態にある｡

また、全国市町村との比較では、平成１１年度から

４年連続で同じ割合となっていたが、平成１５、１６

年度は全国市町村が０.１ポイント上回ることとなっ

た。
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図－３４ 積立金の標準財政規模に対する割合

表－４９ 積立金の標準財政規模に対する割合
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■府内市町村のバランスシート

バランスシートは、行政活動のうち、特に投資事

業にスポットを当て、資産形成とそれに対する地方

債や補助金等の状況を一覧的に明らかにするもので

ある。（表－５２）

府内市町村のバランスシートは、平成１８年３月３１

日現在で、総資産が６兆７,７６０億７６百万円、負債が２

兆４,０７８億１７百万円となり、正味資産は４兆３,６８２億

５９百万円となっている。また、総資産に占める負債

の割合は３５.５％となっている。

資産の部の内訳をみると、有形固定資産が６兆

２,０３６億９５百万円で、総資産に占める割合は９１.６％

表－５０ 債務負担行為に基づく翌年度以降の支出予定額の状況

１９,４４０ １９,４４０ 

１１,６９３ １１,６９３ 

19,87919,879

11,05111,051

１.８ 

１.９ １.９ 

19,99019,990

10,97910,979

１.８ 

20,107

11,093

１.８ 

20,107

11,093

図－３５ 将来にわたる実質的な財政負担

表－５１ 将来にわたる実質的な財政負担
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となっている。

一方、負債の部の内訳をみると、地方債が固定負

債、流動負債を合わせて１兆９,０６５億６０百万円で、負

債に占める割合は７９.２％となっている。

また、次に割合の大きい退職給与引当金は４,８０６

億２百万円で、負債の２０.０％を占めている。なお、

正味資産の部では、地方税等の一般財源等が３兆

３,４９２億３６百万円で、全体の７６.７％を占めている。

次に、表－５３より府内市町村における住民一人あた

りのバランスシートを見ると、総資産が１,１００,５０１円、

負債が３９１,０５３円となり、正味資産は７０９,４４８円とな

っている。

各市町村においてもバランスシートを作成し、投

資に対する評価やリスク管理といった長期的な財政

運営に役立てるほか、府内市町村のバランスシート

との比較を行うなど、自団体の財政分析にバランス

シートを積極的に活用していただきたい。

■はじめに

平成１８年度から地方債の協議制移行に伴い、地方

財政法に基づく新たな財政指標として実質公債費比

率が導入された。実質公債費比率は、標準財政規模

に臨時財政対策債発行可能額を加えたものに対して、

Ⅵ 特別分析 ～府内市町村の実質公債費比率の状
況と実質公債費比率を用いた財政分析について～
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普通会計における公債費の元利償還金だけでなく公

営企業の元利償還金の繰出金及び一部事務組合への

公債費に相当する補助費等を加えたものの割合を表

したものである。この比率が、１８％以上の団体は、

地方債の発行に際し許可が必要となり、２５％以上の

団体は、一部の地方債の発行が制限されることとな

る。

今回は、１７年度決算統計における府内市町村の実

質公債費比率の状況を考察するとともに、地方債現

在高などから算出したストックベースの財政指標と

組み合わせた分析を試みた。

■府内市町村の実質公債費比率の状況

府内市町村の実質公債費比率は、表－５４のとおり

である。府内市町村の平均は１３.７％で、最高値は摂

津市の２６.４％、最低値は豊能町の６.９％となってお

り１９.５ポイントの差がある。なお、地方債の発行に

際し、許可が必要となる１８％以上の団体は４団体

（岸和田市、泉佐野市、摂津市、泉大津市）となっ

た。

表－５３
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次に、全国の市町村平均が１４.８％となっており、

平均値では府内市町村が１.１ポイント下回ることとな

った。さらに、段階別の団体数の状況をみると、府

内、全国ともに、１０％以上１８％未満の団体の構成比

が最も高く、それぞれ７６.２％、６５.１％となってい

る。次に比率の高い段階は、府内市町村では１０％未

満の団体（１４.３％）となっているが、全国市町村で

は１８％以上２５％未満（２０.８％）となっている。

（表－５５）

また、地方債の許可制限に係る指標として従来用

いられていた起債制限比率と実質公債費比率とを比

較してみると、両者の相違点は以下のとおりである。

＜準元利償還金の追加＞

・公営企業債の元利償還金への普通会計からの繰出

しを算入

・ＰＦＩや地方公共団体の組合の公債費への負担金

等の公債費類似経費を原則算入

＜満期一括償還方式の地方債に係るルールの統一＞

・減債基金積立額を統一ルールで実質公債費比率に

算入

・減債基金積立不足額がある場合は、実質公債費比

率に反映

これらの相違点により、府内市町村の実質公債費

比率が平均で３．２ポイント上回ることとなった。こ

れは、準元利償還金の算入の影響が大きいことが考

えられ、実質公債費比率と起債制限比率の差引と公

営企業繰出金、一部事務組合負担金分に係る準元利

償還金を用いて作成した図－３６において、両者の関

係が強い相関（注４）にあることからも確認できる。

さらに、下水道事業における企業債残高との関係を

みると、図－３７のとおり正の強い相関がみられるこ

とから、下水道事業の企業債残高が多いほどポイン

ト差が大きくなる傾向にあることがわかる。

■実質公債費比率とストック指標を用いた財政分析

実質公債費比率は、公債費の一般財源に対する相

対的な大きさであり、公債費負担の重さを表すフロ

ー指標である。そのため、当該年度における公債費

負担の割合を示すことは可能であるが、将来的には

どのような状況となるかは把握できない。そこで、
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地方債現在高などを用いたストック指標と合わせて

分析することにより、当該団体の財政状況をフロー

とストックの両面から考察できると思われる。

＜将来財政負担比率を用いた分析＞

まず、地方債現在高に債務負担行為翌年度以降支

出予定額を加えたものから、積立金現在高を差し引

いたものを将来にわたる実質的な財政負担と捉え、

これを標準財政規模で除したもの（以下、「将来財

政負担比率」という。）と実質公債費比率とを組み

合わせて分析してみた。

図－３８のグラフから、両者の相関係数（注５）

は０.６９０となっており、正の強い相関であることがわ

かる。つまり、実質公債費比率が高いほど将来財政

負担比率も高くなる傾向にあると考えられる。

次に、グラフを４つに区分し、それぞれに位置す

る団体の状況をまとめてみる。

Ａに区分される団体は、現状の公債費負担が重く、

将来にわたる財政負担も大きい団体である。そのた

め、当面の公債費の償還財源を確保しつつ、地方債

の新規発行の抑制等により、ストック指標の改善に

も同時に取り組む必要がある。次に、Ｂに区分され
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る団体は、現状の公債費負担は重いものの、将来に

わたる財政負担は相対的に小さいことから、ストッ

ク指標の推移に注意しつつ、償還財源の確保を第一

に取り組む必要がある。Ｃに区分されている団体は、

現状の公債費負担が抑制されているものの、将来に

わたる財政負担は大きくなっていることから、公債

費に充当可能な余剰財源を活用し繰上償還などの方

法により、ストック指標の改善に取り組む必要があ

る。Ｄに区分されている団体は、現状の公債費負担、

将来にわたる財政負担がともに小さく抑えられてい

ることから、引き続き適正な公債管理を行うととも

に、他の財政上の問題解決に力点をおいた取組が必

要である。

＜債務償還可能年数を用いた分析＞

次に、債務償還能力を表す債務償還可能年数｛（地

方債現在高＋債務負担行為支出予定額－積立金残

高－実質収支）／（一般財源総額－経常経費充当一般

財源＋地方債元金償還額）｝と実質公債費比率を組み

合わせて分析してみた。債務償還可能年数は、現在

の債務償還能力を追加的に公債費に充当できる財源

と当該年度の元利償還金の合計により算出し、将来
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にわたる債務償還分を割った数値である。

分析の結果は、図ー３９のとおりであり、両者の相

関係数は０.６０２となり、正の強い相関があることがわ

かった。

■まとめ

実質公債費比率は、普通会計の負担する公債費に

加え、公営企業会計や一部事務組合に係る公債費と

同様に負担しなければならないものを算入すること

により、地方公共団体のより実質的な公債費の負担

を表すことができる。そのため、それぞれの団体の

財政状況の把握に一定の役割を果たすであろう。さ

らに、今回分析に用いたようなストックベースの指

標と組み合わせることにより、フロー・ストックの

両面からの状況把握が可能になると思われる。今後

は、このような視点も含めて、財政運営の１つの指

針として役立てていく必要があろう。

（注４）相関

相関とは、２つのものの間の関連があることを表す。一

方が増加し、他方も増加の傾向にあるときを「正の相関」

といい、逆に減少の傾向にあるときを「負の相関」という。

（注５）相関係数

相関係数とは、相関関係の強さを表す係数をいう。相関

係数は、－１から１までの範囲で示され、係数が正数のと

き「正の相関」、負数のとき「負の相関」を表す。相関の

強弱は、０に近づくにつれ相関が弱くなり、１または－１

に近づくにつれ相関が強くなる。

府内市町村においては、職員数の削減（５年間で

△６,１１３人、△１３.０％）や給与水準の抑制（平成１

８年度のラスパイレス指数は９８.２％）などによる人

件費の削減を進めてきた。また、普通建設事業費は、

平成１７年度で１,５０５億円となっており、ピーク時の

平成４年度と比較すると３分の１の水準にまで抑制

している。こうした取組もあり、平成１７年度決算で

は、実質収支、単年度収支ともに前年度に引き続き

黒字を維持することができた。

また、経常収支比率は、分母である経常一般財源

等は前年度と同水準であったが、上記の人件費の抑

制などにより、前年度に比べ０.６ポイントの若干の改

善となった。

しかしながら、財政調整基金の取崩しで収支不足

を補っている市町村が約半数あり、一部の市町村で

は基金や特別会計からの借入を行っているところも

ある。また、経常収支比率は全体としては若干の改

善が図られたところではあるが、ほとんどの団体で

９０％を超えており、財政構造が硬直している状況は

依然として変わっていない。加えて、今後の資金不

足や事業実施に充当できる積立金の残高は年々減少

を続けており、一方で、将来返済すべき借金である

地方債は約２兆円、標準財政規模の１.８倍となって

いる。こうしたことから、今後の財政負担は重いも

のと言わざるをえない。

府内市町村財政を取り巻く環境は、減税等の廃止

や企業収益の改善などにより地方税が８年ぶりに前

年度を上回るなど、歳入面での一部で改善の兆しは

見える。しかし、扶助費の伸び率は少し鈍化してい

るものの増加が続いていること、地方交付税をはじ

めとする地方財政制度の先行きが不透明であること

などからすれば、決して、まだまだ楽観できるもの

ではない。

府内市町村においては、既に述べたような人件費

の削減や普通建設事業費の抑制のほかにも、使用料

や手数料の改定や低・未利用地の財産売却などによ

る収入確保、民間委託の推進などの事務事業の見直

し、施設の統廃合による歳出抑制など、歳入・歳出

両面にわたり財政健全化を進めてきた。こうした取

組は一定の効果、特に収支の改善には大きな効果が

あったと思われる。しかしながら、経常収支比率を

はじめとする決算数値をみる限り、こうした取組が

財政構造を抜本的に改善させたとまではいえない。

未だ収支の改善に取り組んでいる市町村はもちろん

のこと、一定の改善が図られた市町村においても、

引き続き財政構造の改善に向けた取組が必要であ

る。

また、平成１９年度からは三位一体の改革による国

庫補助負担金改革に伴う税源移譲が本格的に実施さ

れるなど、地方の権限と責任を大幅に拡大し、国と

地方の明確な役割分担に基づいた自主・自立の地域

Ⅶ おわりに
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社会からなる地方分権型の新しい行政システムを構

築することを目的とした改革が進められている。

一方、地方分権の推進に伴い、これまで以上に自

由でかつ責任ある地域経営が地方公共団体に求めら

れている。そうした経営を進めていくためには、内

部管理の強化と外部への分かりやすい財政情報の開

示が不可欠である。そのため、総務省では、「新地

方公会計制度研究会報告書」が取りまとめられ、現

在、実務的な検討が進められている。また、「新し

い地方財政再生制度研究会」から、最終報告書とし

て「新しい地方財政再生制度の整備について（案）」

が提出された。この報告書においては、特に、住民

によるチェック機能を生かしながら、地方公共団体

の財政悪化が再生段階にまで至る事態を未然に防止

するための早期是正スキームの導入、また各地方公

共団体の財政状況を計り評価するため、地方公共団

体が設けている各会計をカバーする新たなフロー指

標とともに、地方公共団体の実質的な負債と当該団

体の財政規模等の償還能力とを比較するストック指

標を新たに整備することが提言されている。この提

言を受けて今期通常国会に法案が提出される予定で

ある。

新たな指標は、普通会計の実質収支だけでなく、

地方公共団体全体としての資金の過不足を捉え、ま

た、資金の流れだけでなく資産・負債の状況にも注

目するという２つの重要な視点が含まれている。

これまでの市町村の財政運営においては、普通会

計の赤字、黒字（実質収支）を重視する傾向にあっ

た。しかし、こうした流れのなかで、普通会計以外

の特別会計も含めた市町村全体の資金の状況を的確

に把握し、加えて、地方債現在高をはじめとするス

トックの状況にも目を向け、それぞれの課題解決を

図っていくことが重要となっている。

このように、我が国の地方自治制度は、今まさに

変革期を迎えている。地方分権を一層推進していく

ためには、国における制度設計が重要であることは

もちろんであるが、その主役となる地方公共団体が、

その責任を果たすことのできる十分な受け皿となる

ことが必要である。安定した財政運営を行うことは、

その大前提となるであろう。そのため、従来の考え

方だけにとらわれることなく、様々な視点から自己

分析・評価を行い、それを広く分かりやすく情報開

示しつつ、必要な取組を進めることにより、財政健

全化を積極的に推進していく必要がある。
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